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たばこ規制の政策評価の在り方
吉本　尚史
要　旨
英国では政策プロセスの中に規制影響分析（RegulatOry lmpact Assessment:RIA）を体系
的に組み込み定量的な影響を分析することで、政策プロセスを透明性が高く、説明責任を果
たすものにしている。これは、RIA を実施した際の仮定とモデルを公開することで政策立案
者の恣意性を排除することになり、より高い効果を得られる。たばこ規制が地方レベルで留
まっている日本では RIA を実施しておらず、その政策プロセスと社会への影響が曖味になっ
ている。このことはたばこ規制が全国的に普及する妨げの一因となる可能性があり、日本で
たばこ規制をより進めていくためには RIA プロセスを浸透させることが有効である。
1.　はじめに
たばこ規制の手法は 2 つに大別できる。1 つは価格規制を通して直接的に需要の変化を促
す手法であり、もう 1 つは啓発キャンペーンや受動喫煙防止規制などにより喫煙自体を抑制
する間接的な手法である。後者に関して、日本は 2004 年に「たばこ規制に関する世界保健
機構枠組み条約（WHO Framework Convention on Tobacco Control）」に署名した。その後、
全国規模の取り組みは努力義務に留まっており、具体的な規制は神奈川県や兵庫県の受動喫
煙防止条例という地方レベルで散見できるのが現状である。
本論文では全国レベルでのたばこ規制、特に間接的な手法による規制を検討する際に、た
ばこ規制が如何に評価されるべきかを考察する。本論文では、まず第 2 節で英国の受動喫煙
規制の事例を紹介する。そして、第 3 節で日本での先行的事例である神奈川県の受動喫煙防
止条例を検討し、第 4 節でそれらをふまえた上でたばこ規制の政策評価の在り方を考察する。
2.　英国のたばこ規制影響分析
2.1　英国の規制影響分析の枠組み
第 2 節では、全国規模で受動喫煙規制を行った英国の先行的事例を考察する。英国では規
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制政策を策定するにあたり、その影響を事前に評価することが求められている (1)。その手法
は規制影響分析（Regulatory Impact Analysis）と呼ばれており、近年、先進国の間で普及し
ている政策評価手法である (2)。
RIA は政策立案者が費用と便益を比較することによって、より効率的な政策の選択を可能
にする。さらにRIAを政策プロセスの中に体系的に組み込むことによってより一貫性のあり、
利害関係者にとって透明性のある政策決定を実現できることを目的としている。
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出所：Department of Business Innovation skill（2011b）
RIA の実施状況は国によって異なるが、本論文では RIA に関して多くの経験を蓄積してい
る英国のガイダンスを紹介する (3)。英国では、RIA のガイダンスとして、会計検査院（National 
(1) 英国では 2006 年改正規制改革法により、新たな政策を検討する際、議会にその政策の評価を提出する
ように求めている。
(2) RIA を政策評価に取り入れている国は OECD 加盟国の中で 2000 年から 2012 年にかけて、15 カ国から、
30 カ国まで増加している。
(3) 英国の RIA の歴史に関しては山本（2009）を参照。
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Audit Office : NAO）、ビジネス・イノベーション・技能省（Department of Business 
Innovation and Skill : BIS）の影響評価、ガイダンス (4)、影響評価ツールキットそして、財務省
のグリーンブック（Green Book）とマゼンダブック（Magenta Book）が存在する。BIS と
財務省のガイダンスは相互に補完し合っており、また NAO は各政府機関が実施した RIA を
モニタリングする役割を持っている。
英国のガイダンスでは政策プロセスを①政策作成、②政策オプションの決定、③コンサル
テーション、④最終提案、⑤策定、⑥見直しと 6 段階に分けた上で、RIA を③コンサルテー
ション、④最終提案、⑤策定、⑥見直しと 4 つの段階で各々提出することを推奨している（図
1）。③コンサルテーションの段階で利害関係者に当該政策の便益と費用に関して合意を得る
ことで客観性と透明性の高い政策評価の実現を目指している。次に、④最終提案と⑤策定段
階で RIA を実施することにより、もっとも効率的な政策オプションを検討することになる。
ここでは、費用便益分析に基づく評価が求められており、可能な限り政策の影響を金銭価値
化、ないし定量化することが求められている。最後に⑥見直しの段階で、政策の影響を評価
し、事前の見積もりと比較することによって以後の関連する政策決定の判断資源としている。
上記のように英国において、RIA は政策プロセスの中に体系的に組み込まれている。次に、
政策プロセスの各段階で RIA がどのような形式をとるのかを見ていく。BIS の影響評価ツー
ルキットでは、RIA を 7 つのステップで実施するように求めている。各々のステップは、ス
テップ 1：問題の特定、ステップ 2：望ましい目標の決定、ステップ 3：実行可能な政策オプ
ションの決定、ステップ４：影響の特定（費用と便益の特定）、ステップ 5：費用と便益の評
価と政策オプションの選定、ステップ 6：執行に関する問題の考慮、ステップ 7：実施され
た政策の見直し評価となっている。
ステップ 1 からステップ 3 にかけて重要な点は、検討されている政策が経済的効率性の観
点から望ましいものであるか、つまり規制は「市場の失敗に由来するものなのか」を確認し、
問題の解決が規制以外の手段（自主規制など）では達成できないかを確認することが求めら
れる。また、現状よりも規制過多にならないように (5) 常に現状維持（do nothing）のオプショ
ンを設けるように求めている。RIA の形式の中で最も重要な点は、ステップ 5 の費用と便益
の評価と政策オプションの選定である。このステップでは可能な限り費用と便益を「金銭価
値化」し、費用便益分析を行うべきであるとしている (6)。この定量化の水準は、政策プロセ
(4) 英国では、RIA を影響評価（Impact Assessment: IA）と呼称している。これは RIA の分析手法が、規制
だけではなく政策評価一般へと拡張された結果であるが、OECD はこの IA を RIA として扱っている。
(5) 英国では One In One Out （OIOO）の原則を取り入れている。これは規制を一つ取り入れるならば、1
つは排除しなければならないという原則であり、規制の総量を減ずることを目的としている。
(6) 各オプションにおいて、便益が同程度だと考えられる場合は、費用対効果分析を、便益に関して金銭価
値化が困難である項目が多い場合は、各項目の中に数値基準を設けて、その基準に対して定量化し比較
する多基準分析の実施を許容している。
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スが進むごとにより具体的になるように求めている。
このように、英国では政策プロセスの各段階に RIA を導入することによって、主にコンサ
ルテーションで利害関係者間の合意を確認しながら政策評価を行っている。
2.2　英国の受動喫煙規制（2006 年健康法）
英国では、2006 年の健康法第 1 章第Ⅰ部によって「公共施設での禁煙（以後スモークフ
リーと呼称）」が実施されることとなった。同法が検討された背景は、2004 年の健康選択白
書（Choosing Health; Make Healthy choices easier）において、「喫煙者の 4 分の 3 が非喫煙
者の清浄な空気を吸う権利を認めている」との国民の意見を確認し、さらに「喫煙者の 7 割
が禁煙を試みている」との意見を確認することで、喫煙を行う権利よりも清浄な空気を吸う
権利を重視することとなった。このコンサルテーションの結果を受けて、政府は①受動喫煙
へ曝されることで生じる健康リスクの軽減、②非喫煙者の清浄な空気を吸う権利の確保、③
公共施設での喫煙を禁じることで喫煙者の喫煙機会を減じ、喫煙者の禁煙を促すこと、④以
上の目的を達成することで次の 10 年の喫煙率を低下させ、何千人もの生命を救済すること
を目的として規制の導入を検討することとなった。
2006 年の受動喫煙規制に関しては、政策プロセスの中において、最終提案、策定、見直し
の各段階で政策評価が公表された。この内、最終提案と策定段階の RIA の違いは、その費用
便益分析の各項目が詳細になったこと以外に大きな変更はない。また、見直し段階の政策評
価は 2006 年健康法の総合的な評価に留まっており、受動喫煙規制自体の評価は政策の効果
が確認されたと述べるに留まっている (7)。よって本節では、もっとも詳細に受動喫煙規制の
影響分析を行っている法策定段階で提出された「2006 年健康法の下でなされる規制に関する
最終規制影響分析」を中心に考察する。
2006 年の受動喫煙に関する RIA は①目的、②背景、③政府介入の根拠、④現状の確認、
⑤便益と費用の定義、⑥政策オプションの設定、⑦費用便益分析、⑧定量化できない影響の
考察、⑨その他の項目、⑩結論という構成になっている。①目的に関しては先に述べたので
省略する。②背景としては、1998 年から 2005 年の間に喫煙率が 4％減少していること (8)、世
界的な受動喫煙規制の広まり (9)、世界保健機構の枠組み規制条約への批准、喫煙・受動喫煙
が死亡や疾患を引き起こしているとの証拠ベースの研究が蓄積されてきたことであるとして
(7) 見直しの段階における政策評価については、Department of Health（2011）， “Post-Legislative Assessment 
of the Health Act 2006”を参照
(8) この間、英国は禁煙リスクに関する自主的なキャンペーンを行っており、その効果として喫煙率が
1998 年の 28％から 2005 年で 24％まで低下したことを取り上げている。
(9) 同 RIA で取り上げられている事例は、ノルウェー、アイルランド、ニュージーランド、米国ニューヨー
ク州、米国カリフォルニア州を受動喫煙規制の先行的な事例として紹介している。
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いる。③政府介入の根拠としては、喫煙が原因となる疾病をとりあげ (10)、公共施設の受動喫
煙を禁止することによって、喫煙率が 1.7% 低下し、これは健康保険に関する国庫負担を 1
億ポンド削減できることを挙げている。④現状の確認では、1999 年の白書から喫煙のリスク
に関するキャンペーンを行い、パブとレストラン連合に加盟している店舗の半数が公式の喫
煙政策に関する表記を行うこと、そして 35％が喫煙を制限するか、もしくは基準を満たす
換気設備を設置することを目標としていた。同法が検討されていた段階ではパブの 43％が
喫煙政策に関する表記を実施し、さらにその 53％が換気設備を設置しているが、完全なス
モークフリーを実現している店舗はごく一部となっている。⑤便益と費用の定義、⑥政策オ
プションの決定、⑦費用便益分析は表 1 の費用便益表にまとめている。オプションは具体的
には、オプション 1：自主的取り組みの継続、オプション 2：公共の施設、職場の完全なス
モークフリー（最小限の例外）、オプション 3：受動喫煙を規制する権限を新たに地方自治
体に賦与する、オプション 4：公共施設、職場の完全なスモークフリー（健康選択白書の定
める例外措置）の 4 つである。⑧計量化できない影響の考察では競争評価や中小企業に与え
る影響を定性的に分析している。⑨その他の項目では、便益の数値、特に喫煙に関する死亡
の防止に関して統計的生命価値のモデルによって算出している旨が記載されている。以上の
結果、特に⑦の費用便益分析を踏まえ、⑧で計量化できない影響が軽微であることを確認し
て、オプション 2 を選択することが明記されている。
便益と費用に関して特に説明が必要な項目は b） 喫煙者の禁煙することによる死亡の防止
と f） スモークフリーによる生産性の向上である。b） 喫煙者の禁煙することによる死亡の防
止は、「公共施設でのスモークフリー」が実現すれば、それは禁煙を希望する喫煙者の禁煙
成功への補助となり、喫煙率が低下しその結果として寿命が延びるというシナリオを想定し
た便益である。この喫煙率の減少は 1.7％を予想している。f） スモークフリーによる生産性
の向上は、1 つにはたばこ休憩の減少により、実質的な勤務時間が延長されることを考えて
いる。もう 1 つに職場がスモークフリーになることで、ぜんそく患者の身体的な負担が軽減
するなどといった非喫煙者の労働生産性が向上することを想定している。
英国の RIA ガイダンスの観点から見ると、受動喫煙規制に関する RIA はおおむねガイダ
ンスに沿ったものであると言える。受動喫煙規制における政府介入の根拠はたばこの煙によ
る負の外部性の存在が広く知られている。これに加えて、国庫負担の軽減という便益を取り
上げている。しかし、健康法策定段階で提出された RIA は主要な影響を金銭価値化し費用便
益分析を行っているが、事後の RIA では金銭価値化した数値だけでなく予想していた禁煙率
の減少にも言及していない。この点で政策プロセスの中で体系的に評価することの利点を大
(10) 1998 年のたばこと健康に関する科学委員会（the Scientific Committee on Tobacco and Health）の報告を
根拠に、①肺がん、②児童突然死症候群、③喘息、④慢性的心臓疾患、⑤児童呼吸疾患の原因になると
している。
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きく減じていると言える。
また、本 RIA 自体を考察すると、最大の便益の項目は「喫煙者の禁煙による死亡の防止」
であり、受動喫煙規制の最大の効果は喫煙者への禁煙の補助による効果となっている。この
点から見ると、英国での受動喫煙防止政策は「非喫煙者の清浄な空気の確保」ではなく、「禁
煙補助政策」という意味合いが強いことが読み取れる。
本節では英国の RIA のガイダンスと受動喫煙規制に関する RIA を紹介し、考察を行って
きた。より詳細なたばこ規制の政策評価の在り方は第 4 節にゆずり、第 3 節では日本での受
動喫煙規制の事例を紹介する。
表 1　英国の受動喫煙規制に関する RIA（単位：100 万ポンド）
健康面の便益 オプション 1 オプション 2 オプション 3 オプション 4
a）受動喫煙による死亡の防止 79 371 0-371 171-271
b）喫煙者の禁煙することによる死亡の防止 800 1780 0-1780 0-1780
c）若年・青年層の喫煙機会減少により回避できる死亡 275 550 0-550 550
小計（健康面の便益） 1154 2701 0-2701 171-2701
経済面・環境面での便益
d）喫煙の減少による、医療保険に関する国庫負担の
節減
20 100 0-100 40-100
e）疾病による欠勤の減少 14-28 70-140 0-140 28-140
f）スモークフリーによる生産性の向上 68-136 340-680 0-680 306-612
g）安全面の便益 13 63 0-63 57-63
h）清掃・維持費の節減 20 100 0-100 90-100
小計（経済面・環境面での便益） 102-184 510-920 0-920 374-3616
総便益 1289-1371 3374-3784 0-3784 2842-3616
年平均費用
i）規制要件の施行 - 0-5 不明 0-5
j）執行コスト - 30 0-20+ 46
k）たばこ産業や小売事業の損失 - 1 不明 1
l）税収の減少 428 972 0-972 859-972
m）たばこ産業や小売事業の損失 43 97 0-97 86-97
o）たばこ休憩による生産性の減少 215 430 0-430 430
p）喫煙継続者の余剰減少 80 155 0-155 155
総費用 766 1685-1690 0-1684+ 1577-1706
総便益 1289-1371 3374-3784 0-3784 2842-3616
総費用 766 1685-1690 0-1684+ 1577-1706
純便益 523-605 1689-2094 0-2100 1265-1910
出所：Department of Health 2007
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3.　日本における受動喫煙規制の事例
日本では 2004 年に世界保健機構の枠組み条約に批准して以降、全国的な受動喫煙規制は
行われておらず、神奈川県や兵庫県の条例といった地方レベルの取り組みに留まっている。
本節では、全国に先駆けて受動喫煙規制を実施した神奈川県の事例を考察する。
神奈川県では、県民の死亡原因の第 1 位が「がん」であること、受動喫煙に関する知識の
欠如、個人的なマナーの限界、意図せざるたばこの煙への暴露の回避を実現するためのルー
ルの必要性という観点から、公共施設内での喫煙を禁じる条例を検討することとなった。当
初は、受動喫煙に関する規制ではなく「禁煙規制」を目標とし、2008 年 4 月に「神奈川県公
共的施設における禁煙条例（仮称）」が提出された。この段階では県民への健康被害を認識
することで公共施設内での禁煙の必要性を確認し、規制の効果に対しては主に海外の事例を
参照することによって検討されている。海外では分煙規制の事例が存在しないこと、そして
たばこの煙が出す有害物質（PM2.5 など）の除去は分煙よりも禁煙措置の方が高い効果を得
られるとして、この段階では公共施設内での禁煙をメインシナリオとすることが確認された。
しかし、県議会内外の反発が強く、2008 年 9 月には「神奈川県公共的施設における受動
喫煙防止条例（骨子案）」を提出することになり、その性格は禁煙規制から分煙を認めた受
動喫煙規制と大きく方向転換することとなる。このとき、フィリップモリスなどの提案によ
り、全ての公共施設内での喫煙の完全禁止から、公共施設を第 1 種、第 2 種 (11) に分け、第 1
種施設に関しては禁煙規制を第 2 種施設においては分煙か禁煙の選択を認める内容となって
いる。この段階でのパブリック・コメントの結果を見てみると、提出意見件数 3844 件のう
ち、「その他」の件数 1270 件を除いて多い意見は「規制の内容」と「規制の範囲」で合わせ
て 1671 件なっている。このパブリック・コメントに対して神奈川県は 765 件に回答してお
り、その中で特に多いものは「喫煙の自由をみとめるべき（113 件）」、「合法的な嗜好品への
規制の正当性（198 件）」、「喫煙者のマナー向上で対応するべき（125 件）」、「飲食店は規制
するべきではない（156 件）」となっている。このようにパブリック・コメントに対する回
答は規制対象に対する言及であり、今後どの施設が分煙規制対象になるのかが大きな論点に
なっていく。
その後、2008 年 12 月に「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例（素案）」が発表
(11) 第 1 種施設は、公共的施設のうち、喫煙規制の必要性が高いと判断される施設を指す。これは極めて多
数の県民が利用することが予定されている施設や、健康増進を目的とした施設を対象としている。第 2
種利用者にとって代替性の高い施設としている。
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された (12)。素案では、「分煙に対する基本的な考え方」が示され、分煙方法等の基本的なガイ
ダンスが定められた。この段階で飲食店業界からの反発などにより店舗面積が 100 ㎡以下の
飲食店に対しては努力義務になり、会員制のクラブまたは一部遊技場なども同様の努力義務
の対象施設となった。この例外措置のため第 2 種施設に該当する店舗のうち 27000 店舗が例
外措置を受けることとなり、2009 年 1 月から 3 月にかけ、主に例外措置範囲を拡大する緩和
的内容の 3 度の修正を繰り返して 2009 年 3 月に「神奈川県公共的施設における受動喫煙防
止条例」が可決されることとなった。
本法案の政策プロセスの中で RIA は実施されてはいない。日本でも、2004 年に「規制改
革・民間開放推進 3 カ年計画」の中で RIA が導入されているが、条例レベルの規制に対して
は実施義務がないことがその理由であると考えられる。神奈川県条例の事例とイギリスの受
動喫煙規制の大きな相違は次の点である。1 つ目として神奈川県条例は政策オプションの変
更を逐次的に行っており、検討した全てのオプションを平行的に検討していないこと、2 つ
目は現状の政策オプションと比較していないこと、3 つ目は健康被害への影響の経路とその
具体的な内容を明確にしていないことである。神奈川県条例の一連の手続きは、当初その検
討委員会において、公共施設における禁煙が現状の努力義務よりも「県民の健康の観点から
有益である」とし、また海外の事例を引用することで経済的な影響も軽微であるとして受動
喫煙防止条例を推進してきた。その後、県民との合意形成を行っていく中で、第 2 種施設へ
の分煙規制や規制対象外の店舗を定めていくことになる。このような流れの中で分煙規制を
採用し、さらに例外措置の店舗を拡大していくことになるが、このような政策は当初の禁煙
規制と比較し、県民の健康を損ないかつ順守費用が増大する政策になってしまった可能性が
ある。結果として、最終的な受動喫煙規制が現状維持のオプションと比較して、どちらが社
会的に望ましい規制であるかが不明瞭になってしまっている。
このような不明瞭さを避ける 1 つの手段は英国の事例と同じく、金銭価値化を基礎とした
費用便益分析を実施することである。本条例における論点は、分煙措置の妥当性と例外対象
の範囲となる施設の決定である。パブリック・コメントを重ねるにつれて神奈川県受動喫煙
防止条例はその禁煙対象を狭めていくことになり、結局「禁煙措置がどこまで社会に許容さ
れるか」というたばこ論議に終始していることになる。このような政策プロセスやそれに対
する政策評価は、県民の健康への影響を含めた利害関係者への影響をあいまいにし、規制政
策が持つべき性質、つまり説得力があること（Accountability）、高い透明性（Transparency）、
首尾一貫性（Coherence）を大きく損なうことになる。
また、神奈川県受動喫煙防止条例は英国の受動喫煙規制と比較して、その目的で大きな違
(12) 分煙の方法としてア）喫煙区域と禁煙区域とを仕切り等で分離する、イ）喫煙区域にたばこの煙が拡散
する前に吸引して、屋外に廃棄するための屋外排気設備（換気扇等）を設ける、ウ）非喫煙区域から喫
煙区域に向かう空気の流れ（毎秒 0.2m 以上）が生じるようにする、としている。
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いがある。神奈川県受動喫煙防止条例では受動喫煙を「非喫煙者の意に反する受動喫煙（不
随意喫煙）である」と定めており、この不随意喫煙を防止することを目的とした政策である。
一方で、第 2 節で見たように英国の受動喫煙規制は「禁煙補助政策」の側面が強く、その大
きな効果は喫煙率の低下によるものであった。この観点から見ると、神奈川県の事例は喫煙
率低下を目的としておらず、その点で健康への影響も限定的であり、むしろ本条例は社会に
とって過剰な規制である可能性もある。いずれにせよ、たばこ規制を評価する場合、健康面
への影響と経済面の影響を比較衡量する必要があり、その点で神奈川県の事例は政策評価の
面から見て不十分であったと言える。
4.　望ましいたばこ規制の政策評価の在り方
政策決定の場に費用便益分析を導入することで、その議論における不明瞭さの大部分を取
り除くことができる。しかし、費用便益分析は万能的な政策評価手法ではなく、いくつかの
限界がある。大きな限界の 1 つは、すべての影響が定量化できないという点であるが、たと
え定量化が可能であったとしても規制影響分析には「分析者による恣意性の介在」という問
題が存在する。コール（2007）は、費用便益分析を基礎とする政策評価は次の 2 つの場面で、
政策立案者もしくは政策に関係する利害関係者の恣意性が介在する可能性があると主張して
いる。恣意性が介在する可能性が高い段階の 1 つが政策オプションの決定であり、もう 1 つ
が定量化の段階である。前者に関しては、1990 年米国空気清浄政策（Clear skies）を評価す
る際に問題になったとしている。米国環境庁はこの政策を評価するとき、いくつかの政策オ
プションを定量的に検討することとなった。この政策評価において費用便益分析が実施され
たが、ベースラインとして実際には規制が存在したにもかかわらず規制が存在しないケース
を採用しさらに簡便化のために価格弾力性が 0 であるとの仮定を設けた。しかしこれらの仮
定はすべてブッシュ政権の提案した政策に有利な結果の出る仮定であり、分析の恣意性の存
在が懸念される内容となっているとしている（マッカーシー・パーカー（2005））。
定量化における恣意性の介在の問題については、たばこ規制を含めた健康規制に関して特
に問題になる。健康規制の影響を定量化するためには、生命の価値を数値化する必要がある。
しかし、生命価値の数値化はいまだ議論の余地が大きく残る分野であり、その理論背景によ
り数値は大きく異なってくる可能性がある。また健康規制の効果は長期にわたることが予想
されるが、この将来の価値の割引率の是非を巡っても、健康規制では大きな議論が存在する。
極端な例を挙げると、生命の価値を 5％で毎年割り引くと、現在 1 人の価値は 800 年後には
数 100 億人の価値と等しくなる。これは倫理的にも受け入れられる評価ではない。受動喫煙
規制の評価に関してもそのモデルの設定が政策決定の結果を大きくゆがめる可能性が存在す
る。
たばこ規制の政策評価の在り方
— 200 —
このような恣意性が懸念される具体的な事例として日本における受動喫煙規制を定量的に
分析した、神谷、平野、望月、武谷（2010）の研究を取り上げる。神谷他は、第 1 章で取り
上げた英国の受動喫煙規制の便益と費用の項目に対応させて、日本の分煙規制と禁煙規制の
影響を比較・分析している（表 2）。その効果を見てみると、英国の事例では公共施設での禁
煙規制の効果は 2,800 億円の純便益 (13) であるが、神谷他の分析結果では 4 兆円強とその数値
に大きな隔たりがある。表 2 を見てみると、便益の中で大きな数値を出している項目は「直
接禁煙による死亡の防止」と「喫煙者の喫煙休憩時間の削減」である。神谷らの研究では英
国の RIA と異なり、その数値の算定方法に関してある程度、具体的なモデルを公開している。
「直接禁煙による死亡の防止」に関しては次式でその数値を算出している。
直接禁煙による死亡の防止＝
40 歳以上の総死亡数×寄与危険度×1 人あたりの雇用者報酬　　　　　（1）
×全面禁煙規制実施による効果発現率　　
このモデル式は生命価値をその労働報酬で測定する人的資本アプローチと呼ばれるもので
ある。英国 RIA の場合は⑨その他の項目で、統計的生命価値モデルにより数値を算出して
いる旨が明記されているので数値の乖離はモデルの前提の違いから発生している可能性があ
る (14)。その他にも、数値の乖離の原因は考えられる。人的資本アプローチでは労働可能な年
齢を超えると、その人的価値は大きく減ずることになる。しかし、（1）式では 40 歳以上の
死亡数に、そのまま平均的な雇用者の報酬をかけている。そのため、労働人口に含まれない
人の価値を過大に見積もっている可能性がある。
また、「喫煙者の喫煙休憩時間の削減」の項目であるが、2 つの点から過大に見積もって
いる可能性がある。当項目のモデル式は次式で与えられている。
喫煙者の喫煙休憩時間の削減による便益
＝総雇用者数×平均喫煙率×年平均労働日数
×職場一日当たりの平均喫煙数×たばこ 1 本あたりの平均喫煙時間　　　　　　（2）
×1 人 1 時間当たりの雇用者報酬
×全面禁煙規制実施によるたばこ消費量減少率（％）
この式は、労働者の実質的な労働時間の増加により発生する便益を計算しているが、経
(13) 1 ポンド = 約 133 円で算出
(14) 英国の受動喫煙規制の事例では一年寿命が延長することに対する統計的生命価値は約 30000 ポンドとし
て計算している。
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済理論の観点から見ると、固定資本が存在する場合、労働時間の増加が全要素生産性に寄与
する割合は逓減的になる。そのため、比例的に計算している（2）式は過大にこの便益を推
計している可能性がある。もう一点が仮定の問題である。神谷他の研究で類似なモデル式を
使っている項目が費用項目の「従業員の屋外喫煙増加による喫煙休憩時間の増加」である。
（2）式と比較して、モデル式の違いは「一本あたりの平均喫煙時間」が「屋外喫煙による喫
煙休憩の増加」にかわり、「全面禁煙規制実施によるたばこ消費量減少率」が「100％－全面
禁煙規制実施によるたばこ消費量減少率」となっている点である。前者の仮定に関しては両
ケースとも 5 分を仮定しているので数値に影響は与えない。後者の仮定については、全面禁
煙規制実施によるたばこの消費量減少率が 90％としており、本モデルでは全面禁煙を行うと
たばこの消費量が 90％削減されることを仮定している。平野、神谷、木村（2010）が 2009
年にたばこ価格を 300 円から 1,200 円に価格をあげたときの効果を調査したアンケートでは、
その消費量の減少は 78％としている。この結果と比較して職場における規制は価格規制より
も高い効果が見込めると仮定していることになる。この点から見ると、（2）式はその仮定に
問題があるといえる。
以上で見てきたように、神谷他の政策評価は禁煙政策を過大評価するような仮定を設定し
ている可能性がある。ここで重要な点は、モデルを提示することで政策評価がより明瞭に検
証可能であるということである。もし、英国の受動喫煙に関する RIA が数値算定のモデルを
明記していれば、仮定の設定や引用した数値の正当性など議論の論点をより明瞭にすること
が可能であった。この事実は、規制の見直しの段階でより重要になってくる。今まで見たよ
うに、たばこ規制において重要な点は、健康面への影響と経済面への影響を比較可能にする
ことである。そのため、費用便益分析に関して最も重要な点は健康への影響をどのように金
銭価値化することだと言える。たばこによる死亡が社会に与える影響を金銭価値化するとき、
もっとも単純な方法は、次のようなモデル式が考えられる (15)。
たばこによる死亡が社会に与える影響
＝一年当たりの生命価値
×たばこ一本当りの平均寿命への影響度（年数）　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
×規制による喫煙本数の減少数
ここで 1 年当たりの生命価値の測定は経済理論の分野であり、たばこ一本当りの平均寿命
への影響度は疫学の分野で議論の余地がある要因であり、最後の喫煙本数の減少数は検証可
能な要因である。健康・環境規制において費用便益分析から恣意性を排除するには、経済理
(15) 英国における、たばこの自販機での販売禁止に関する RIA ではこの式と同様にたばこを 1 日 1 本減らす
ことにより得られる生命価値に、規制の期待効果本数を乗じて便益を計算している。
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論に関する生命価値の測定に関しては、ガイダンスを定め具体的な数値で固定すること（も
しくは具体的なケーススタディによって使用する数値をマニュアル化すること (16)）、疫学的
な要因に関しては、コンサルテーションなどを通して、基準とした数値を決定、引用するこ
と、そして、検証可能な要因に関しては RIA の見直しの段階で、事後に検証することが重要
になる。（3）式は最も単純な式であるので、実際のモデル設定はより複雑になるかもしれな
い。この場合もコンサルテーションを通して、そのモデル式が妥当であるか検証することで、
政策立案者・利害関係者の恣意性を軽減することができる。このように、たばこ規制におい
て問題になる健康への影響の数値化はマニュアル化、コンサルテーションによる合意、事後
的な見直しによって主観の小さい方法で実施されることが望ましい。
表 2　日本の禁煙規制と分煙規制の比較（単位：万円）
順番 便益 禁煙 分煙
1 受動喫煙による死亡の防止 349 214
2 直接喫煙による死亡の防止 17956 -
3 医療費の削減（国庫負担の減少） 3552 -
4 喫煙者の喫煙による疾患の作業時間の削減 783 9
5 喫煙者の喫煙休憩時間の削減 30506 -
6 火災による財産損失・死亡・負傷の防止 55 -
7 たばこのために要する清掃費の削減 × -
小計① 53200 257
順番 損失 禁煙 分煙
8 規制の実施のために要する費用の増加 × 12604
9 規制未実施の施設に対する執行費用の増加 53 53
10 規制実施のために要する教育費の増加 228 228
11 たばこ税収の減少 7242 -
12 たばこ関連産業の売り上げの減少 744 -
13 意図しない結果 - -
14 従業員の屋外喫煙増加による喫煙休憩時間の増加 3390 -
15 顧客の屋外喫煙増加による飲食店の売上の減少 × -
小計② 11657 12885
合計 41544 ‒ 12628
出所：神谷他（2011）
5.　結論
本論文では健康規制の側面からたばこ規制の政策評価の在り方を考察した。英国の受動喫
(16) ローウェンシュタインとレヴェツ（2004）は米国環境庁が生命価値に関するモデルを誤った方法で使用
しており、費用便益分析の結果がゆがめられていると主張している。この点から見ても、具体的な数値
化のマニュアルを定めるのは有益であるといえる。
たばこ規制の政策評価の在り方
— 203 —
煙規制は費用便益分析を用いた RIA を実施しており、この RIA の内容を読み解くことで英
国の事例は禁煙補助政策的な側面が強いことが明らかになった。このような政策含意は、た
だ受動喫煙に関して政策論議に終始していた日本の神奈川県受動喫煙防止条例の政策プロセ
スからは得られないものである。この点で、英国の政策評価はより高い説明責任果たしてい
るといえる。
たばこ規制はその性質上、健康面の影響と経済面の影響を比較衡量することが求められる。
費用便益分析は、健康面の影響という定量化が難しい分野にも適用できるように発達してい
る。しかし費用便益分析は金銭価値化を行う段階で、仮定や数値の根拠を選択する際、政策
立案者や利害関係者の恣意性が介在してしまう懸念が残る。このような問題が存在する中で、
政策評価が高い透明性を持ち、首尾一貫的で、説明責任を果たすものであるためには、経済
理論に関する要因、疫学・理学的研究に関する要因、検証可能な政策目標としての要因の 3
つに大別してモデルを構成することが有用である。そして、生命価値などの経済理論に関す
る数値はガイダンスにより政策間で同一ものを定めること、疫学的な要因に関しては数値の
出典を明記し、検証可能な要因に関しては事後的評価で絶えず検証することが望ましい。特
に、たばこ規制に関しては費用便益分析を行うとき、政策オプションの便益を「喫煙率」等
の将来に推定される目標値で評価することになるが、事後的にこの目標値を確認することで
社会的にどの程度の影響があり結果としてその政策が社会的に有益であったかを判断するこ
とができる。もし、この数値を検証しなければ政策目標値が単なる「政策立案者が自由に設
定できる恣意的な仮定」になり下がってしまう危険がある。
このような政策評価プロセスは RIA のプロセスそのものである。よって、全国的なたばこ
規制が検討される際、その社会的影響の大きさから鑑みて、日本でも RIA を実施することが
望まれる。
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